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　公共性のある施設若しくは工作物又は多数の者が利用する施設若しくは工作物に関する重要な建設工事
（以下「公共性のある建設工事」という）に設置される場合には、工事現場ごとに専任の者でなければなりません。
（法第26条第３項）

①国又は地方公共団体が注文者である施設又は工作物に関する建設工事　②鉄道、軌道、索道、道路、橋、護岸、堤防、ダム、河川に関す

る工作物、砂防用工作物、飛行場、港湾施設、漁港施設、運河、上水道又は下水道施設又は工作物に関する建設工事　③電気事業用施

設（電気事業の用に供する発電、送電、配電又は変電その他の電気施設をいう。）又はガス事業用施設（ガス事業の用に供するガスの製

造又は供給のための施設をいう。）施設又は工作物に関する建設工事　④石油パイプライン事業法 （昭和四十七年法律第百五号）第

五条第二項第二号に規定する事業用施設　⑤電気通信事業法 （昭和五十九年法律第八十六号）第二条第五号 に規定する電気通信

事業者（同法第九条 に規定する電気通信回線設備を設置するものに限る。）が同条第四号に規定する電気通信事業の用に供する施設

　⑥放送法 （昭和二十五年法律第百三十二号）第二条第三号の二に規定する放送事業者が同条第一号 に規定する放送の用に供す

る施設（鉄骨造又は鉄筋コンクリート造の塔その他これに類する施設に限る。）　⑦学校　⑧図書館、美術館、博物館又は展示場　⑨社

会福祉法 （昭和二十六年法律第四十五号）第二条第一項 に規定する社会福祉事業の用に供する施設　⑩病院又は診療所　⑪火葬

場、と畜場又は廃棄物処理施設　⑫熱供給事業法 （昭和四十七年法律第八十八号）第二条第四項に規定する熱供給施設　⑬集会場

又は公会堂　⑭市場又は百貨店　⑮事務所　⑯ホテル又は旅館　⑰共同住宅、寄宿舎又は下宿　⑱公衆浴場　⑲興行場又はダン

スホール　⑳神社、寺院又は教会　㉑工場、ドック又は倉庫　㉒展望塔
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注）当該工場製作過程において、同一工場内で他の同種工事にかかる製作と一元的な管理体制のもとで製作を行うことが可能である場合は、 同一
　 の監理技術者がこれらの製作を一括して管理することができる。
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ここでいう公共工事とは、入札契約適正化法に規定する法人が発注する工事



、電気工事業

大手前　正之

一級電気工事施工管理技士

電気工事



現場専任の監理技術者については監理技術者講習終了証及び監理技術者資格者証を携帯しなければなりません。（注 P10）

公共性のある建設工事





○施工体系図については、完成図、発注者との打ち合せ記録とあわせ10年間保存が義務付けられています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一部改正平成20年11月施行）
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工事内容 工事内容

工事内容

工事内容

建政　純

大阪　義之

植栽工事

建産　由美

建設　裕人

建設　知弘



○第１項又は第２項の建設工事が多数の者が利用する施設又は工作物に関する重要な建設工事で政令
　で定めるもの（共同住宅を新築する建設工事）以外の建設工事である場合において、当該建設工事の
　元請負人があらかじめ発注者の書面による承諾を得たときは、これらの規定は、適用しません。





















平成　年　月　日現在
法人の名称の冒頭の「独立行政法人」は省略

（参考）

　Ⅴ．別表　公共法人等一覧表（法人税法　第二条関係） 
名　　　称  根　　　拠　　法

沖縄振興開発金融公庫 沖縄振興開発金融公庫法（昭和四十七年法律第三十一号）
株式会社日本政策金融公庫 会社法及び株式会社日本政策金融公庫法（平成十九年法律第五十七号）
港務局 港湾法
国立大学法人 国立大学法人（平成十五年法律第百十二号）
社会保険診療報酬支払基金 社会保険診療報酬支払基金法（昭和二十三年法律第百二十九号）
水害予防組合 水害予防組合法（明治四十一年法律第五十号）
水害予防組合連合
大学共同利用機関法人 国立大学法人法
地方公営企業等金融機構 地方公営企業等金融機構法（平成十九年法律第六十四号）
地方公共団体 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）
地方住宅供給公社 地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）
地方道路公社 地方道路公社法（昭和四十五年法律第八十二号）
地方独立行政法人 地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）
独立行政法人（その資本金の額若しくは出資の金額の全部が
国若しくは地方公共団体の所有に属しているもの又はこれに
類するものとして、財務大臣が指定をしたものに限る。）

独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）及び
同法第一条第一項（目的等）に規定する個別法

土地開発公社 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和四十七年法律第六十六号）
土地改良区 土地改良法（昭和二十四年法律第百九十五号）
土地改良区連合
土地区画整理組合 土地区画整理法（昭和二十九年法律第百十九号）
日本下水道事業団 日本下水道事業団法（昭和四十七年法律第四十一号）
日本司法支援センター 総合法律支援法（平成十六年法律第七十四号）
日本中央競馬会 日本中央競馬会法（昭和二十九年法律第二百五号）
日本放送協会 放送法（昭和二十五年法律第百三十二号）

独立行政法人 （所管）・設立等 入札契約適正化法に
規定する法人

経営事項審査の
必要な法人

国立公文書館 （内）平成13年 4 月
国民生活センター （内）平成15年10月
北方領土問題対策協会 （内）平成15年10月
沖縄科学技術研究基盤整備機構 （内）平成17年 9 月 ○
情報通信研究機構 （総）平成16年 4 月 ○
統計センター （総）平成15年 4 月
平和祈念事業特別基金 （総）平成15年10月
郵便貯金・簡易生命保険管理機構 （総）平成19年10月
国際協力機構 （外）平成15年10月 ○
国際交流基金 （外）平成15年10月
酒類総合研究所 （財）平成13年 4 月
造幣局 （財）平成15年 4 月
国立印刷局 （財）平成15年 4 月
日本万国博覧会記念機構 （財）平成15年10月 ○
国立特別支援教育総合研究所 （文）平成13年 4 月
大学入試センター （文）平成13年 4 月
国立青少年教育振興機構 （文）平成18年 4 月 ○
国立女性教育会館 （文）平成13年 4 月 ○
国立国語研究所 （文）平成13年 4 月
国立科学博物館 （文）平成13年 4 月 ○
物質・材料研究機構 （文）平成13年 4 月
防災科学技術研究所 （文）平成13年 4 月
放射線医学総合研究所 （文）平成13年 4 月
国立美術館 （文）平成13年 4 月 ○
国立文化財機構 （文）平成19年 4 月 ○
教員研修センター （文）平成13年 4 月
科学技術振興機構 （文）平成15年10月 ○ ○
日本学術振興会 （文）平成15年10月
理化学研究所 （文）平成15年10月 ○
宇宙航空研究開発機構 （文）平成15年10月 ○
日本スポーツ振興センター （文）平成15年10月 ○
日本芸術文化振興会 （文）平成15年10月 ○
日本学生支援機構 （文）平成16年 4 月 ○
海洋研究開発機構 （文）平成16年 4 月



独立行政法人 （所管）・設立等 入札契約適正化法に
規定する法人

経営事項審査の
必要な法人

国立高等専門学校機構 （文）平成16年 4 月 ○
大学評価・学位授与機構 （文）平成16年 4 月
国立大学財務・経営センター （文）平成16年 4 月
メディア教育開発センター （文）平成16年 4 月
日本原子力研究開発機構 （文）平成17年10月 ○ ○
国立健康・栄養研究所 （厚）平成13年 4 月
労働安全衛生総合研究所 （厚）平成18年 4 月
勤労者退職金共済機構 （厚）平成15年10月 ○
高齢・障害者雇用支援機構 （厚）平成15年10月 ○
福祉医療機構 （厚）平成15年10月
国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 （厚）平成15年10月
労働政策研究・研修機構 （厚）平成15年10月
雇用・能力開発機構 （厚）平成16年 3 月 ○
労働者健康福祉機構 （厚）平成16年 4 月 ○
国立病院機構 （厚）平成16年 4 月
医薬品医療機器総合機構 （厚）平成16年 4 月
医薬基盤研究所 （厚）平成17年 4 月
年金・健康保険福祉施設整理機構 （厚）平成17年10月
年金積立金管理運用独立行政法人 （厚）平成18年 4 月
農林水産消費安全技術センター （農）平成19年 4 月
種苗管理センター （農）平成13年 4 月
家畜改良センター （農）平成13年 4 月
水産大学校 （農）平成13年 4 月
農業・食品産業技術総合研究機構 （農）平成18年 4 月
農業生物資源研究所 （農）平成13年 4 月
農業環境技術研究所 （農）平成13年 4 月
国際農林水産業研究センター （農）平成13年 4 月
森林総合研究所 （農）平成13年 4 月
水産総合研究センター （農）平成13年 4 月
農畜産業振興機構 （農）平成15年10月
農業者年金基金 （農）平成15年10月 ○
農林漁業信用基金 （農）平成15年10月
経済産業研究所 （経）平成13年 4 月
工業所有権情報・研修館 （経）平成13年 4 月
日本貿易保険 （経）平成13年 4 月
産業技術総合研究所 （経）平成13年 4 月
製品評価技術基盤機構 （経）平成13年 4 月
新エネルギー・産業技術総合開発機構 （経）平成15年10月
日本貿易振興機構 （経）平成15年10月 ○
原子力安全基盤機構 （経）平成15年10月
情報処理推進機構 （経）平成16年 1 月
石油天然ガス・金属鉱物資源機構 （経）平成16年 2 月
中小企業基盤整備機構 （経）平成16年 7 月 ○ ○
土木研究所 （国）平成13年 4 月
建築研究所 （国）平成13年 4 月
交通安全環境研究所 （国）平成13年 4 月
海上技術安全研究所 （国）平成13年 4 月
港湾空港技術研究所 （国）平成13年 4 月
電子航法研究所 （国）平成13年 4 月
航海訓練所 （国）平成13年 4 月
海技教育機構 （国）平成18年 4 月
航空大学校 （国）平成13年 4 月
自動車検査独立行政法人 （国）平成14年 7 月
鉄道建設・運輸施設整備支援機構 （国）平成15年10月
国際観光振興機構 （国）平成15年10月
水資源機構 （国）平成15年10月 ○
自動車事故対策機構 （国）平成15年10月 ○
空港周辺整備機構 （国）平成15年10月 ○
海上災害防止センター （国）平成15年10月
都市再生機構 （国）平成16年 7 月 ○
奄美群島振興開発基金 （国）平成16年10月
日本高速道路保有・債務返済機構 （国）平成17年10月 ○
住宅金融支援機構 （国）平成19年 4 月
国立環境研究所 （環）平成13年 4 月
環境再生保全機構 （環）平成16年 4 月
駐留軍等労働者労務管理機構 （防）平成19年 1 月

（内）内閣府所管・（総）総務省所管・（外）外務省所管・（財）財務省所管・（文）文部科学省所管・（厚）厚生労働省所管・（農）農林水産省所管・
（経）経済産業省所管・（国）国土交通省所管・（環）環境省所管・（防）防衛省所管
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